
令和５年度東川町合併処理浄化槽設置整備事業費補助金交付要綱  

 （総則）  

第１条  東川町合併処理浄化槽設置整備事業費補助金 (以下｢補助金｣とい

う。)は、予算の範囲内において交付するものとし､東川町補助金等交付規

則（昭和 58 年規則第 5 号）の規定によるほか、この要綱の定めるところに

よる。  

 （目的）  

第２条  この補助金は、生活排水による公共水域の水質汚濁を防止し、生活

環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与するため、合併処理浄化槽を設置し

ようとする者に対して、東川町（以下「町」という。）が交付する補助金

に関し必要な事項を定めることを目的とする。  

 （定義）  

第３条  この要綱における合併処理浄化槽とは浄化槽法（昭和 58 年法律第

43 号。以下｢法｣という。）第 2 条第 1 号に規定する浄化槽をいい、生 物

化 学 的 酸 素 要 求 量 (以 下「 B O D」と い う 。 )除 去 率 9 0％ 以 上 、放 流

水 の B O D 2 0 m g／ l (日 間 平 均 値 )以 下 の 性 能 を 有 す る と と も に 、「 合

併 処 理 浄 化 槽 設 置 整 備 事 業 に お け る 国 庫 補 助 指 針 に つ い て 」 (平

成 4 年 1 0 月 3 0 日 付 け 衛 浄 第 3 4 号 厚 生 省 生 活 衛 生 局 水 道 環 境 部

環 境 整 備 課 浄 化 槽 対 策 室 長 通 知 )に 定 め る 国 庫 補 助 指 針 に 適 合

す る も の を い う 。  

 （補助対象地域）  

第４条  補助金の対象となる地域は、下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第

４条第１項の認可又は同法第 25 条の３第 1 項の認可を受けた事業計画に

定められた所定処理区域以外の地域とする。  

 （補助金の交付）  

第５条  補助金の交付は、補助対象地域内において、合併処理浄化槽を設置

しようとする者で、次の各号に該当するものとする。  

(1) 個人にあっては町内在住又は転入予定の者、事業者にあっては町内

で事業を営む者又は新規事業を営もうとしている者で、合併処理浄化

槽を設置する者とする。  

(2) 個人が所有する又は所有しようとする専用住宅及び共同住宅、店舗

等併用住宅（以下｢住宅等｣という。）又は事業者が所有する若しくは

所有しようとする店舗及び事務所、専用住宅、共同住宅、店舗等併用

住宅並びに倉庫等（以下「建物等」という。）に設置する合併処理浄

化槽であること。  



(3) 東川町合併処理浄化槽設置整備工事指定業者による施工であること。 

(4) 住宅等における合併処理浄化槽の供用期間中は、東川町浄化槽保守

管理組合に入会すること。ただし、共同住宅は除く。  

(5) 合併処理浄化槽の共用期間中は、東川町合併処理浄化槽保守点検指

定業者による当該浄化槽の保守管理を行うこと。  

(6)前各号に係わらず町長が特に必要と認めたもの。  

２  前項の規定に係らず次の各号の一に該当する者は、補助金の交付対象と

しない。  

(1) 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 6 条第 1 項の規定による確

認の申請又は法第 5 条第 1 項の規定による設置の届出を行わない者  

(2) 住宅等又は建物等を借りている者で、持ち主の承諾が得られない者  

(3) 町税等を滞納している者  

(4) その他当該事業の目的の達成に関し、支障があると認められる者  

 （補助金の額）  

第６条  補助金の額は、合併処理浄化槽の本体設置に要する費用に相当する

額とし、個人にあっては別表１、事業者にあっては別表２に定める額を限

度とする。  

２  補助金の算出額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるも

のとする。  

 （交付申請）  

第７条  補助金の交付を受けようとする者は、補助金等交付申請書に次の各

号に掲げる書類を添付し、町長に提出しなければならない。  

(1) 浄化槽設置届出書の写し又は建築確認申請書の写  

(2) 合併処理浄化槽設置計画図  

(3) 専用住宅等又は建物等を借りている者は、賃貸人の承諾書  

(4) 合併処理浄化槽の設置工事見積書  

(5) 合併処理浄化槽施工業者との工事請負契約書の写  

(6) 登録浄化槽管理票（Ｃ票）  

(7) その他、町長が必要と認める書類  

 （交付の決定）  

第８条  町長は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、速や

かにその内容を審査して補助金の交付の可否を決定することとする。  

２  町長は、前項の規定により補助金を交付すると決定した者（以下「補助

対象者」という。）に決定の内容を通知するものとする。  

 （完成届出）  



第９条  補助対象者は、工事完了後に完成届を速やかに提出しなければなら

ない。  

 （変更承認等）  

第 10 条  補助対象者は、補助申請内容を変更する場合又は補助事業を中止

若しくは廃止しようとするときは、変更承認申請書を町長に提出し、その

承認を受けなければならない。  

２  補助対象者は、補助事業が予定期間内に完了しない場合又は補助事業の

遂行が困難となった場合は、速やかに町長に報告して、その指示を受けな

ければならない。  

 （実績報告）  

第 11 条  補助対象者は、補助金に係る工事完了後速やかに、実績報告書に

次の各号に掲げる書類を添付し、町長に提出しなければならない。  

(1) 東川町合併処理浄化槽保守点検指定業者及び浄化槽清掃業者との委  

託契約書の写（申請者が自ら当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う場

合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類の写）  

(2) 浄化槽法定検査依頼書の写  

(3) 使用開始報告書  

(4) 浄化槽施工業者が撮影した次の写真  

  ア  浄化槽設備士が実地に監督していることを証明する写真   

   イ  基礎工事の状況写真  

   ウ  据付工事の状況写真  

   エ  かさ上げの状況写真  

   オ  放流先の状況写真  

(5) 設置工事点検票  

(6) 事業に要した経費の領収書の写  

(7) その他、町長が必要と認める書類  

 （交付額の決定）  

第 12 条  町長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、速

やかにその内容を審査して補助金の交付額を決定し、補助対象者に決定内

容を通知するものとする。  

 （補助金の請求）  

第 13 条  町長は前条の規定による補助金の額の確定後、補助対象者の請求

書の提出により補助金を交付するものとする。  

 （立入調査等）  

第 14 条  町長は、補助事業を適正に執行するため合併処理浄化槽の設置工



事の状況を施工の現場において確認するものとする。  

２  町長は、補助事業を適正に執行するため必要があるときは、補助対象者

に対して報告を求め、又は施設に立ち入り書類等を調査、指導を行なうも

のとする。  

 （維持管理状況の報告）  

第 15 条  補助対象者は、法第 7 条及び第 11 条に規定する水質に関する検査

（以下「法定検査」という。）を受検するとともに、その結果を指定検査

機関から通知のあった日から 1 ヶ月以内に町長に報告しなければならな

い。  

２  補助対象者は、法定検査結果等で適正でないものが生じた場合、速やか

に是正するとともに、その内容を町長に報告しなければならない。  

 （申請様式）  

第 16 条  この要綱に定める申請書等の様式は、別記様式による。  

 ただし、要綱に定めのない様式で必要と認められる場合は、東川町補助金

等交付規則の様式を準用する。  

 （その他）  

第 17 条  この要綱に定めるものの他必要な事項は、町長が別に定めるもの

とする。  

 

     附  則  

１  この要綱は令和５年４月１日から施行する。  



別表１（第６条関係）  

個  人  
補助金限度額  

新築の場合  改修の場合  

５人槽  ３９０，０００円  ９００，０００円  

７人槽  ４７４，０００円  １，０５０，０００円  

10 人槽  ６６０，０００円  １，３５０，０００円  

 

別表２（第６条関係）  

事業者  補助金限度額  補助基準  

５人槽  ３９０，０００円  

補助対象経費の 1/3 以内

の額又は補助金限度額の

いずれか低い額  

※新築、改修の区分無し  

７人槽  ４７４，０００円  

10 人槽  ６６０，０００円  

20 人槽  １，００２，０００円  

30 人槽  １，５４５，０００円  

50 人槽  ２，１２９，０００円  

51 人槽以上  ２，４２９，０００円  

 


